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火力発電所からの環境負荷抑制に努めています

川内発電所 技術課　山根 豊
やま　ね　 ゆたかせんだい

　川内発電所は、石油を燃料として発電する火力発電所です。
発電する過程で発生する硫黄酸化物や機器洗浄後の排水等
に対して、さまざまな対策を行っています。
　具体的には、低硫黄分の燃料使用による硫黄酸化物の発生
抑制、電気集じん器によるばいじんの除去、排水処理装置によ
る対応などを着実に行い、環境保全に万全を期しています。
　私の所属する技術課では、これらの運用・管理を行ってい
ますが、業務を遂行する上では、煙突からの排出ガスや排水
等の分析・評価を行うための専門知識も必要です。
　質も高く、範囲も広いので、「非常に大変な業務」と感じる

ことも多々ありますが、やり遂
げた後の達成感も大きい「非常
にやりがいのある業務」だと思
っています。
　発電所の運用は、地球環境問
題にも関わりがあります。私は、
環境に与える負荷を少しでも減
らせるよう、引き続き、日々の
業務に着実に取り組んでいきた
いと思います。

用語集の解説をご覧ください 用語集の解説をご覧ください大気汚染
水質汚濁
環境保全協定
硫黄酸化物（SOX）

液化天然ガス（LNG)
排煙
脱硫
排煙脱硫装置

炉内脱硫
窒素酸化物（NOX）
二段燃焼方式
排ガス混合燃焼方式

低NOXバーナー
脱硝
排煙脱硝装置
ばいじん

集じん装置
排出原単位
光化学スモッグ
富栄養化
赤潮

土壌汚染
環境負荷
地球環境問題

廃棄物
環境負荷
ガラスカレット
機密文書

グリーン調達
環境配慮製品
電子カタログ
グリーン製品

グリーン購入
循環型社会

企業情報 〉資材調達情報 〉 グリーン調達制度のご紹介

関連・詳細はホームページで 検 索九州電力

環境への取り組み 〉環境アクションレポート 〉地域環境との共生 〉 大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

関連・詳細はホームページで 検 索九州電力

事業所毎の環境負荷の状況について掲載しています。

使用済蛍光管リサイクルの流れ
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ガラスカレット

口金（アルミ）・鉄

蛍光体
（ハロ系・三波長※）

粗水銀

ガラス製品・路盤材

金属原材料

セメント材料

精製水銀

※：ハロ系蛍光体：白色・昼光色に使用される蛍光体。
　　三波長蛍光体：赤・緑・青の3色の蛍光体を調合した蛍光体。

リサイクル蛍光管

機密文書リサイクルの流れ

回　収

文書用保管・
回収カート

運　搬 リサイクル機密抹消
（破砕圧縮処理）

少量の文書から
大量の定例廃棄
文書まで対応

貴重品運送・
警備輸送にも
対応

機密抹消処理
作業完了証明書
を発行

回収された
文書類は
100%リサイクル

■ グリーン調達率
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■ 世界各国のSOx、NOx排出原単位（火力発電電力量あたり）
SOx（g/kWh） NOx（g/kWh）
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0.70.6

イタリア
（’02）

1.7

0.7
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日本
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0.2 0.3 0.25
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出典：環境とエネルギー 2006-2007（電気事業連合会）

○硫黄分の少ない重原油の使用
○硫黄分を含まない液化天然ガス（LNG）の使用推進
○排ガス中からSOxを除去する排煙脱硫装置の設置
○ボイラー内部でSOxを除去する炉内脱硫方式の採用

○ボイラー等の燃焼方法の改善
　 二段燃焼方式の採用
　 排ガス混合燃焼方式の採用
　 低NOxバーナー・燃焼器の採用
○排ガス中からNOxを除去する排煙脱硝装置の設置

○ばいじんを発生しないLNGの使用推進
○排ガス中からばいじんを除去する高性能集じん装置の設置

硫黄酸化物
（SOx）の
削減対策

窒素酸化物
（NOx）の
削減対策

ばいじんの
削減対策

ステークホルダーのご意見
環境問題は九州電力の場合特に重
要であり、大気汚染対策ほか全社を
挙げて取り組んでほしい。（お客さま）

「九州グリーン購入ネットワーク・福岡」発足

九州GPN・福岡設立記念フォーラムのようす

■ SOx、NOx排出原単位（火力発電電力量あたり）

’90 ’95 ’00 ’05 ’06（年度）

SOx（g/kWh） NOx（g/kWh）0.84
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　循環型社会形成へ積極的に寄与する観点から、福岡県内や九州
地域のグリーン購入の取り組みの促進を目的とする「九州グリーン
購入ネットワーク・福岡」
の設立に参画しました。

地域環境との共生

九電グループ各社のリサイクル事業の概要は、P57に記載しています。

※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目を調達率算
定の対象としています）。

リサイクル事業への取り組み
　グループ会社等と協力して、廃棄物のリサイクル事業を行

っており、廃棄物の削減や環境負荷の抑制に努めています。

使用済蛍光管リサイクル事業
　（株）ジェイ・リライツでは、ほとんどが埋立処分されてい

る使用済蛍光管のリサイクルを行っています。

　2006年度は、約910万本の蛍光管処理を行い、約8

万本のリサイクル蛍光管を製造（社外委託）・販売しました。

　なお、埋立処分の場合に比べて、約420トンーCO2の排

出抑制や、その他含有水銀などによる環境負荷の抑制に寄

与したこととなります。

機密文書リサイクル事業
　九州環境マネジメント（株）では、従来、シュレッダー・焼

却処分されていた機密文書のリサイクルを行っています。

2006年度は、約4,760トンの機密文書をリサイクルし、

コピー用紙（約780トン）やトイレットペーパー（約190トン）

等のリサイクル製品を販売しました。

グリーン調達の推進
　製品等の調達の際は、「グリーン調達制度」に従い、その

必要性を十分に精査し、お取引先から提供される環境配慮

製品を正しく評価したうえで優先的に活用しています。また、

お取引先の積極的な環境活動への取り組みにも配慮するこ

ととしています。

汎用品（事務用品等の市販品）
　当社購入基準(個別ガイドライン)に適合した環境配慮製

品を原則購入することとしており、2006年度のグリーン調

達率※は99％となりました。2007年度は、引き続きグリー

ン調達率100％を目標に、2006年5月に導入した「電子

カタログ購買」を利用して汎用品の環境配慮製品購入を徹

底します。

電力用資機材
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案につい

ては、「電力用資機材グリーン製品評価基準」に基づき評価

し、特に良好と認められるものは、当社の「グリーン製品」

に指定・社内外に公表するとともに、積極的な調達を行っ

ています。

グリーン取引先
　積極的に環境活動に取り組まれている25社を新たに「グ

リーン取引先」に指定し、累計185社となりました。

　設備運用における環境保全・管理の徹底とともに、化学物質の適正な管理や周辺環境との調和など、地域環境

の保全・共生に取り組んでいます。

大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止
　発電所などの設備運用にあたっては、法令はもとより、関

係自治体と環境保全協定を締結し、これを遵守しています。

  大気汚染対策
　火力発電所から排出される硫黄酸化物（SOx）等の排出

を抑制するため、様々な対策を行っています。

　2006年度の排出原単位（火力発電電力量あたりの排出

量）は、SOxが0.25g/kWh、NOxが0.21g/kWhとなり、

SOx・NOxともに2005年度より増加しました。これは、販

売電力量の増加に対応するため、主に排出原単位が高い発

電所の発電電力量が増加したことによるものです。

　なお、2007年4、5月に、光化学スモッグ注意報が10

年ぶりに北部九州を中心とした地域に発令されました。この

ため、自治体からの要請に基づき、当社においても、火力発

電所の負荷抑制を行うなどの協力を行っています。

  水質保全対策
　すべての火力・原子力発電所で、機器及び構内からの排

水を排水処理装置で処理し、水質確認のうえ、放水していま

す。また、冷却水として使用する海水は、周辺海域への影響

を低減するため、各発電所ごとに周辺海域の特性に応じた

適切な取放水方式を採用しています。

　水力発電所のダム貯水池は、定期的に水質調査を実施す

るとともに、富栄養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択

取水、周辺の荒廃山林の整備事業への協力など、水質の保

全に努めています。

  騒音・振動防止対策
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、

機器の屋内への設置などの対策を行っています。

  土壌汚染対策
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとと

もに、社有地の売却、用地の購入等にあたっては、自主的に

土壌汚染調査を実施しています。

　また、既存の社有地についても、予防的措置として、自治

体の公表資料をもとに汚染の可能性のある社有地周辺の地

下水汚染状況を調査し、当社に起因した汚染がないことを

確認しています。
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用語集の解説をご覧ください 用語集の解説をご覧ください
電線類地中化環境モニタリング

PRTR
指定化学物質
ダイオキシン類

TEQ
石綿
ビスフェノールA型
　　  エポキシ樹脂

エチルベンゼン
キシレン
スチレン
ヒドラジン

ほう素及びその化合物
りん酸トリス（ジメチルフェニル）
第1種指定化学物質
PCB（ポリ塩化ビフェニル）

廃棄物
電磁界
世界保健機関（WHO）
国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）

電磁界について
　電力設備から発生する電磁界が人の健康に与える影響につ

いては、国内外で行われた研究等について、環境省、経済産

業省、米国物理学会などによる総合評価では、いずれも人の

健康に有害であるとの証拠はないと報告されています。

　また、当社の電力設備から発生する電磁界の大きさは、世

界保健機関（WHO）や国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）

の国際基準等に比べて、十分低い値となっています。

　これらのことから、当社としては、電力設備から発生する電磁

界が人の健康に有害な影響を与えることはないと考えています。

　なお、最近の動きとして、WHOが環境保健基準を見直して、

新しい環境保健基準を近々公表する予定であり、また、国も、電

力設備から発生する磁界に関する規制のあり方を検討すること

を目的とした「電力設備電磁界対策ワーキンググループ」を設

置していますので、この動きを注視していきたいと考えています。

http: / /www.kyuden.co. jp/ l i fe_l iv ing_denj i_ index

「電磁界Ｑ＆Ａ」

［煙突からの排出ガス］

［発電所周辺の大気質］

［その他］

［排水］

［騒音］

［前面海域の水温］

［緊急時連絡］

関
係
自
治
体

連続分析測定 連続分析測定

定期分析測定

連続分析測定

周辺企業環境データ

定期分析測定

定期測定

定期測定

環境関連事故発生時など

データ報告

データ送信

データ送信・
報告

データ送信

データ報告

データ報告

データ報告

連絡・報告

データ報告

環境モニタリングと報告

テレビカメラ・
計器類による監視

（注）事業所における年間取扱量1トン以上の第1種指定化学物質（特定第1種指定
化学物質は0.5トン以上）について集計（有効数字2桁を集計）。ダイオキシン
類は、量に係らず全て集計。

（注）［　］は磁界の強さを測定した機器からの距離を示す。
出典：身近にある磁界の発生源の大きさに関するデータは「電磁界影響に関する

調査・検討報告書（1993年）、経済産業省資源エネルギー庁」より引用。

単位：kg（ダイオキシン類：mg-TEQ）■ PRTR調査実績（2006年度）

物質番号

26 

30 

40 

63 

177 

179

253 

304 

353 

4,040 

0 

0 

0 

0 

2.5

0 

0 

4,800 

0 

34 

3,700 

16,000 

2,600 

6.9 

1.5 

0 

0

石綿 

ビスフェノールA型エポキシ樹脂 

エチルベンゼン

キシレン

スチレン

ダイオキシン類

ヒドラジン

ほう素及びその化合物

りん酸トリス（ジメチルフェニル）

配管保温材

機器塗装

機器塗装

機器塗装

機器塗装

廃棄物焼却炉

給水処理剤

原子炉反応制御材

タービン制御油

石綿を含有
する吹付け

建材 建物の耐火ボード、床材等に使用

防音材 変圧器の防音材（変電設備・水力発電設備）

石綿セメント管 地中線用の管路材料（送電設備・配電設備）

保温材 発電設備（火力設備・原子力設備）

シール材
ジョイント
シート

発電設備（火力設備・原子力設備）

緩衝材
がい し

懸垂碍子（送電設備）

増粘剤 架空線用の電線（送電設備）

対　象 使用箇所 現状（使用状況等）

設備機器室、変圧器室等の防音材、
断熱材、耐火材として一部の壁
面や天井に使用

・使用箇所を把握し計画的に対策を実施
している。
・自社建物：16棟・変圧器防音材：4台

・定期的に点検を行うとともに、石綿使用箇所の
表示及び点検時保護具装着等の対策を実施中。
・左記箇所については、2007年度までに対策を
実施予定。

・2006年8月以前に使用された建材に
含まれていると考えられる。それ以降
は石綿含有製品は使用していない。

・約80台

・こう長：約180km

・石綿含有製品残数：約3万m3（全数の約3割）

・石綿含有製品残数：
 （火力）約37万個（全数の約8割）
 （原子力）約17万個（全数の約9割）

・懸垂碍子：約147万個（全数の約4割）
 （碍子内部において、緩衝材として石綿含有製品を
使用。碍子表面の磁器部分には使用されていない。）

・電線防食剤：こう長約104km
 （架空送電線全こう長の約1.3％）

・油性材料（防食グリス）と一体化しているため、通
常状態において飛散性はないが、修繕工事等の機
会に合わせて順次、非石綿製品へ取り替えていく。

・成形品であり、加えて碍子内部に封入されているため、
通常状態において飛散性はないが、修繕工事等の機
会に合わせて順次、非石綿製品へ取り替えていく。

・成形品であり、通常状態において飛散性はないため、
修繕工事等の機会に合わせて順次、非石綿製品へ
取り替えを進めている。 
・非石綿製品への移行は、技術的評価を行い推進する。

・成形品であり、通常状態において飛散性はない
ため、修繕工事等の機会に合わせて順次、非石
綿製品へ取り替えていく。

■ 建物及び設備における主な石綿使用状況（2006年度末現在）

石
綿
含
有
製
品

備考（対応状況他）

■ 地中化実績（当社管内）

第1期
（1986～1990）

第2期
（1991～1994）

第3期
（1995～1998）

第4期
（1999～2003）

第5期
（2004～2006）

97 73 117 210 98 595地中化整備延長

電線類地中化計画 新電線類
地中化計画

無電柱化
推進計画

累計

地中化前 地中化後

単位：km

ステークホルダーのご意見
アスベスト対策に関して
詳細に知りたい。

（学生）

石綿原石

吹付け石綿（建物への吹付け）

吹付け石綿の除去

石綿廃棄物二重こん包

排出量（大気）

4,040

1,700

3,700

16,000

2,600 

37,000

8,600 

5,500

取扱量主な用途 移動量

－

物質名

（事例：宮崎県内）

単位：mG（ミリガウス）

ICNIRPガイドライン（50Hz）

ICNIRPガイドライン（60Hz）

送電線の下（地表1m）
～200mG

1000

830

500

0

電気カーペット［2.5cm］
110～190mG

テレビ［30cm］
1～20mG

商用電源
周波数帯
～50mG

IH加熱
周波数帯
～20mG

掃除機［30cm］
20～200mG

IHクッキングヒーター
［30cm］

ヘアードライヤー［3cm］
25～530mG

電気毛布［2.5cm］
40～60mG

環境保全の管理
　発電所等では、周辺環境の監視や化学物質の管理など、

環境保全の管理を徹底しています。

  環境モニタリング
　発電所の周辺環境については、関係自治体、周辺企業な

どとの連携により、厳格に管理しています。

  化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、それぞれの事

業所で関係法令に基づいた適正な管理を行っています。

PRTR制度
　指定化学物質の排出量、移動量を調査集計するとともに、

自主的に結果を公表しています。

ダイオキシン類
　ダイオキシン類を排出するとされる廃棄物焼却炉の削減

を進めています。運転中の焼却炉1基を2006年7月に廃

止したため、現在運転中の焼却炉はなく、2006年度末現

在の保有焼却炉は休止中の2基のみとなっています。

　なお、火力発電所のボイラーについては、燃料にほとんど

塩素を含んでいないこと、及び十分な燃焼管理のもと高温

で燃焼させていることから、ダイオキシン類の発生はほとん

どありません。

PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　保有するPCB使用機器（トランス、コンデンサ類1,478

台）は、廃棄物処理法などに基づき専用の倉庫等で厳重に

保管・管理しています。

　なお、2006年度より、国の監督のもと設置された日本環

境安全事業（株）北九州事業所のPCB廃棄物処理施設にお

いて、当社が福岡県で保有するPCB廃棄物の無害化処理を

開始し、2006年度末現在で174台の処理を行いました。

今後は、日本環境安全事業（株）及び関係自治体の調整に基

づく処理対象県の拡大に合わせ順次処理を行い、2013年

を目途に、保有するPCB廃棄物の処理を完了する予定です。

　また、トランス等重電機器の中の絶縁油にＰＣＢが何らか

の原因で微量混入している問題については、国の検討委員

会等で処理の基本的方向性等が検討されています。現段階

では、混入機器の特定ができないため、機器撤去時など絶

縁油を取り扱う機会に混入検査を実施しており、現時点で混

入が認められた機器3,833台は、関係法令に則り適切に管

理しています。

地域環境との共生

石綿（アスベスト）
　当社の建物及び設備には、一部に石綿を含有する製品を

使用していますが、そのほとんどが飛散性のない製品です。

　飛散性があるとされる吹付け石綿の使用箇所は、設備機

器室、変圧器室等関係者以外は立ち入らない場所であるため、

石綿使用による周辺環境への影響はないと考えています。

　なお、2005年度末時点で、吹付け石綿が使用されてい

た自社建物は27棟、変圧器防音材は7台でしたが、対策工

事の実施により、2006年度末時点で、自社建物は16棟、

変圧器防音材は4台まで減少しており、2007年度までに全

ての対策工事を実施する予定です。

　また、建物・設備を解体する際には、法令等に基づき飛散

防止措置を徹底の上、適切に解体・搬出・処理を行っている

とともに、石綿含有製品については、代替品への移行を順次

進めています。

　石綿関連の労災認定状況については、2006年度末現在で、

当社退職者2名の方のうち、1名の方が労災の認定を受け、

1名の方が労災申請を行っています。

周辺環境との調和
　設備形成に当たって、周辺の自然環境や都市景観に配慮

するとともに、緑地の形成など環境施策の展開に取り組ん

でいます。

　電線類地中化については、都市景観への配慮や安全で快

適な通行空間の確保等の観点から、「電線類地中化計画」

（1986～1998年度）、「新電線類地中化計画」（1999

～2003年度）、「無電柱化推進計画」（2004～2008年

度）に基づき、1986年度から、道路管理者、地元関係者及

び電線管理者が密接な協力のもと計画的に進めています。

　これまでの取り組みにより、当社管内では、市街地の幹線

道路及び主要な非幹線道路を中心に、595km（2006年

度末）を地中化しています。
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用語集の解説をご覧ください 用語集の解説をご覧ください
電線類地中化環境モニタリング

PRTR
指定化学物質
ダイオキシン類

TEQ
石綿
ビスフェノールA型
　　  エポキシ樹脂

エチルベンゼン
キシレン
スチレン
ヒドラジン

ほう素及びその化合物
りん酸トリス（ジメチルフェニル）
第1種指定化学物質
PCB（ポリ塩化ビフェニル）

廃棄物
電磁界
世界保健機関（WHO）
国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）

電磁界について
　電力設備から発生する電磁界が人の健康に与える影響につ

いては、国内外で行われた研究等について、環境省、経済産

業省、米国物理学会などによる総合評価では、いずれも人の

健康に有害であるとの証拠はないと報告されています。

　また、当社の電力設備から発生する電磁界の大きさは、世

界保健機関（WHO）や国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）

の国際基準等に比べて、十分低い値となっています。

　これらのことから、当社としては、電力設備から発生する電磁

界が人の健康に有害な影響を与えることはないと考えています。

　なお、最近の動きとして、WHOが環境保健基準を見直して、

新しい環境保健基準を近々公表する予定であり、また、国も、電

力設備から発生する磁界に関する規制のあり方を検討すること

を目的とした「電力設備電磁界対策ワーキンググループ」を設

置していますので、この動きを注視していきたいと考えています。

http: / /www.kyuden.co. jp/ l i fe_l iv ing_denj i_ index

「電磁界Ｑ＆Ａ」

［煙突からの排出ガス］

［発電所周辺の大気質］

［その他］

［排水］

［騒音］

［前面海域の水温］

［緊急時連絡］

関
係
自
治
体

連続分析測定 連続分析測定

定期分析測定

連続分析測定

周辺企業環境データ

定期分析測定

定期測定

定期測定

環境関連事故発生時など

データ報告

データ送信

データ送信・
報告

データ送信

データ報告

データ報告

データ報告

連絡・報告

データ報告

環境モニタリングと報告

テレビカメラ・
計器類による監視

（注）事業所における年間取扱量1トン以上の第1種指定化学物質（特定第1種指定
化学物質は0.5トン以上）について集計（有効数字2桁を集計）。ダイオキシン
類は、量に係らず全て集計。

（注）［　］は磁界の強さを測定した機器からの距離を示す。
出典：身近にある磁界の発生源の大きさに関するデータは「電磁界影響に関する

調査・検討報告書（1993年）、経済産業省資源エネルギー庁」より引用。

単位：kg（ダイオキシン類：mg-TEQ）■ PRTR調査実績（2006年度）

物質番号

26 

30 

40 

63 

177 

179

253 

304 

353 

4,040 

0 

0 

0 

0 

2.5

0 

0 

4,800 

0 

34 

3,700 

16,000 

2,600 

6.9 

1.5 

0 

0

石綿 

ビスフェノールA型エポキシ樹脂 

エチルベンゼン

キシレン

スチレン

ダイオキシン類

ヒドラジン

ほう素及びその化合物

りん酸トリス（ジメチルフェニル）

配管保温材

機器塗装

機器塗装

機器塗装

機器塗装

廃棄物焼却炉

給水処理剤

原子炉反応制御材

タービン制御油

石綿を含有
する吹付け

建材 建物の耐火ボード、床材等に使用

防音材 変圧器の防音材（変電設備・水力発電設備）

石綿セメント管 地中線用の管路材料（送電設備・配電設備）

保温材 発電設備（火力設備・原子力設備）

シール材
ジョイント
シート

発電設備（火力設備・原子力設備）

緩衝材
がい し

懸垂碍子（送電設備）

増粘剤 架空線用の電線（送電設備）

対　象 使用箇所 現状（使用状況等）

設備機器室、変圧器室等の防音材、
断熱材、耐火材として一部の壁
面や天井に使用

・使用箇所を把握し計画的に対策を実施
している。
・自社建物：16棟・変圧器防音材：4台

・定期的に点検を行うとともに、石綿使用箇所の
表示及び点検時保護具装着等の対策を実施中。
・左記箇所については、2007年度までに対策を
実施予定。

・2006年8月以前に使用された建材に
含まれていると考えられる。それ以降
は石綿含有製品は使用していない。

・約80台

・こう長：約180km

・石綿含有製品残数：約3万m3（全数の約3割）

・石綿含有製品残数：
 （火力）約37万個（全数の約8割）
 （原子力）約17万個（全数の約9割）

・懸垂碍子：約147万個（全数の約4割）
 （碍子内部において、緩衝材として石綿含有製品を
使用。碍子表面の磁器部分には使用されていない。）

・電線防食剤：こう長約104km
 （架空送電線全こう長の約1.3％）

・油性材料（防食グリス）と一体化しているため、通
常状態において飛散性はないが、修繕工事等の機
会に合わせて順次、非石綿製品へ取り替えていく。

・成形品であり、加えて碍子内部に封入されているため、
通常状態において飛散性はないが、修繕工事等の機
会に合わせて順次、非石綿製品へ取り替えていく。

・成形品であり、通常状態において飛散性はないため、
修繕工事等の機会に合わせて順次、非石綿製品へ
取り替えを進めている。 
・非石綿製品への移行は、技術的評価を行い推進する。

・成形品であり、通常状態において飛散性はない
ため、修繕工事等の機会に合わせて順次、非石
綿製品へ取り替えていく。

■ 建物及び設備における主な石綿使用状況（2006年度末現在）

石
綿
含
有
製
品

備考（対応状況他）

■ 地中化実績（当社管内）

第1期
（1986～1990）

第2期
（1991～1994）

第3期
（1995～1998）

第4期
（1999～2003）

第5期
（2004～2006）

97 73 117 210 98 595地中化整備延長

電線類地中化計画 新電線類
地中化計画

無電柱化
推進計画

累計

地中化前 地中化後

単位：km

ステークホルダーのご意見
アスベスト対策に関して
詳細に知りたい。

（学生）

石綿原石

吹付け石綿（建物への吹付け）

吹付け石綿の除去

石綿廃棄物二重こん包

排出量（大気）

4,040

1,700

3,700

16,000

2,600 

37,000

8,600 

5,500

取扱量主な用途 移動量

－

物質名

（事例：宮崎県内）

単位：mG（ミリガウス）

ICNIRPガイドライン（50Hz）

ICNIRPガイドライン（60Hz）

送電線の下（地表1m）
～200mG

1000

830

500

0

電気カーペット［2.5cm］
110～190mG

テレビ［30cm］
1～20mG

商用電源
周波数帯
～50mG

IH加熱
周波数帯
～20mG

掃除機［30cm］
20～200mG

IHクッキングヒーター
［30cm］

ヘアードライヤー［3cm］
25～530mG

電気毛布［2.5cm］
40～60mG

環境保全の管理
　発電所等では、周辺環境の監視や化学物質の管理など、

環境保全の管理を徹底しています。

  環境モニタリング
　発電所の周辺環境については、関係自治体、周辺企業な

どとの連携により、厳格に管理しています。

  化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、それぞれの事

業所で関係法令に基づいた適正な管理を行っています。

PRTR制度
　指定化学物質の排出量、移動量を調査集計するとともに、

自主的に結果を公表しています。

ダイオキシン類
　ダイオキシン類を排出するとされる廃棄物焼却炉の削減

を進めています。運転中の焼却炉1基を2006年7月に廃

止したため、現在運転中の焼却炉はなく、2006年度末現

在の保有焼却炉は休止中の2基のみとなっています。

　なお、火力発電所のボイラーについては、燃料にほとんど

塩素を含んでいないこと、及び十分な燃焼管理のもと高温

で燃焼させていることから、ダイオキシン類の発生はほとん

どありません。

PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　保有するPCB使用機器（トランス、コンデンサ類1,478

台）は、廃棄物処理法などに基づき専用の倉庫等で厳重に

保管・管理しています。

　なお、2006年度より、国の監督のもと設置された日本環

境安全事業（株）北九州事業所のPCB廃棄物処理施設にお

いて、当社が福岡県で保有するPCB廃棄物の無害化処理を

開始し、2006年度末現在で174台の処理を行いました。

今後は、日本環境安全事業（株）及び関係自治体の調整に基

づく処理対象県の拡大に合わせ順次処理を行い、2013年

を目途に、保有するPCB廃棄物の処理を完了する予定です。

　また、トランス等重電機器の中の絶縁油にＰＣＢが何らか

の原因で微量混入している問題については、国の検討委員

会等で処理の基本的方向性等が検討されています。現段階

では、混入機器の特定ができないため、機器撤去時など絶

縁油を取り扱う機会に混入検査を実施しており、現時点で混

入が認められた機器3,833台は、関係法令に則り適切に管

理しています。

地域環境との共生

石綿（アスベスト）
　当社の建物及び設備には、一部に石綿を含有する製品を

使用していますが、そのほとんどが飛散性のない製品です。

　飛散性があるとされる吹付け石綿の使用箇所は、設備機

器室、変圧器室等関係者以外は立ち入らない場所であるため、

石綿使用による周辺環境への影響はないと考えています。

　なお、2005年度末時点で、吹付け石綿が使用されてい

た自社建物は27棟、変圧器防音材は7台でしたが、対策工

事の実施により、2006年度末時点で、自社建物は16棟、

変圧器防音材は4台まで減少しており、2007年度までに全

ての対策工事を実施する予定です。

　また、建物・設備を解体する際には、法令等に基づき飛散

防止措置を徹底の上、適切に解体・搬出・処理を行っている

とともに、石綿含有製品については、代替品への移行を順次

進めています。

　石綿関連の労災認定状況については、2006年度末現在で、

当社退職者2名の方のうち、1名の方が労災の認定を受け、

1名の方が労災申請を行っています。

周辺環境との調和
　設備形成に当たって、周辺の自然環境や都市景観に配慮

するとともに、緑地の形成など環境施策の展開に取り組ん

でいます。

　電線類地中化については、都市景観への配慮や安全で快

適な通行空間の確保等の観点から、「電線類地中化計画」

（1986～1998年度）、「新電線類地中化計画」（1999

～2003年度）、「無電柱化推進計画」（2004～2008年

度）に基づき、1986年度から、道路管理者、地元関係者及

び電線管理者が密接な協力のもと計画的に進めています。

　これまでの取り組みにより、当社管内では、市街地の幹線

道路及び主要な非幹線道路を中心に、595km（2006年

度末）を地中化しています。
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ＥＶ用電池（イメージ） ｉＭｉＥＶと急速充電スタンド

　三菱重工業(株)と共同で開発を進めてきた電力貯蔵用大

型リチウムイオン電池の技術を応用し、電気自動車（ＥＶ）や

家庭用電源などから充電できるプラグインハイブリッド自動

車に適した高性能リチウムイオン電池の開発を進めています。

　また、ＣＯ2削減と新規電力需要の創出を目的としてＥＶ

普及に向けた取り組みも行っており、社用車へのＥＶ導入

や普及時に必要な充電インフラの整備についての検討も

行っています。

　これまで、リチウムイオン電池の性能検証及び低コスト化

の検討を行うとともに、自動車メーカーへサンプル電池を

提供したほか、2007年3月から、三菱自動車工業（株）が

開発中のＥＶ「ｉＭｉＥＶ（アイミーブ）」を用い、ＥＶの業務用

車両としての適合性評価や当社が開発した通信技術等を装

備した多機能なＥＶ用急速充電スタンドとの整合性検証に

ついて、三菱自動車工業（株）と共同研究を開始しています。

Topics

リチウムイオン電池と
電気自動車用急速充電スタンドの開発

EMSはCSRのひとつのツール！！
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一緒に地球の未来を考えてみませんか？

九州エネルギー館 スタッフ　前原 和子
まえ　はら　 かず　こ

　九州エネルギー館は、今年で創立25年目を迎えるエネル
ギーの総合展示館です。“エネカン”というニックネームで親
しまれており、展示ではエネルギーの歴史や発電方法などを
紹介しています。
　土、日、祝日は映画会や工作教室などのイベントを行い、親
子で楽しめる施設となっています。また、電化ＰＲコーナーで
はＩＨクッキングヒーターを使った調理体験なども行っています。
　近年、地球温暖化などの環境問題が深刻になっていますが、
今、私たちに必要なことは、一人ひとりのちょっとした心掛け
だと思います。ゴミを減らす、水や電気の無駄遣いをしない、
などたったそれだけの事でも、美しい地球環境を取り戻すこ

とに貢献できるのではないでし
ょうか。
　九州エネルギー館をご見学
いただき、エネルギー資源の大
切さや、環境問題について関心
を持っていただければ幸いです。
「一緒に地球の未来を考えてみ
ませんか？」皆さまのご来館を
スタッフ一同お待ちしております。

造成した藻場の状況周辺に供給された幼体中間育成状況

石綿溶融処理試験 石綿測定装置

福岡市「わくわくエネルギー探検」での
エネルギー講座

市販軽油とＢＤＦ試験油
1：市販軽油
2～4：廃食油を原料とするＢＤＦ試験油
5：パーム油を原料とするＢＤＦ試験油

1 2 3 4 5

エコ・マザー活動は、ハイライト（Ｐ11～12）で詳しく記載しています。
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お客さま向け小冊子

CSR
NPO（法人）
エコ・マザー
環境教育

地球温暖化石炭灰
持続可能な社会
地球温暖化
磯やけ現象

循環型社会
九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP）
石綿
廃棄物

バイオディーゼル燃料（BDF）
リチウムイオン電池
電気自動車（EV）
プラグインハイブリッド自動車

社会との協調

なかじま

  石綿の分析・処理技術に関する研究
　石綿を含有している廃棄物は、今後も継続して発生する

ことが予想され、将来的に最終処分場の逼迫等が懸念され

ます。そこで、石綿含有廃棄物の分析・処理を合理的かつ効

果的に行うために、石綿無害化処理技術の調査や廃棄物の

石綿含有を現場で迅速に確認できる分析方法の開発などの

研究に取り組んでいます。

  一般廃油のリサイクルに関する研究
　当社の設備からは、種々の廃油が発生します。性状がそれぞ

れ異なるうえ、少量ずつたくさんの場所で発生するため、効果

的かつ安価な有効活用法が望まれています。

　また、家庭や事業所などから廃棄される廃食油をバイオディ

ーゼル燃料（BDF）に変換するなど、エネルギーとして有効活

用できれば、CO2の排出抑制や石油資源の節約になると考えら

れます。

　そこで、廃油の再利用に関す

る技術調査を行い、技術可能性

等を評価検討し、将来にわたり

継続的に廃油を有効活用でき

る技術の構築を目指します。

環境に関する研究・開発
　石炭灰の有効活用に係る技術開発や九電グループの経営資源を活用して、持続可能な社会形成への貢献に向けた環境に関

する様々な研究・開発を行っています。

コミュニケーション
　環境情報を積極的に公開するとともに、ご意見・ご要望を

お伺いする双方向コミュニケーションを推進しています。

  環境アクションレポート
　1996年度から、環境活

動への取り組み状況を環境

アクションレポートとしてとり

まとめて公表しており、

2003年度からは、事業所周

辺地域の皆さまとのコミュニ

ケーションを目的としたサイ

トレポートも発行しています。

  環境・エネルギー講座、見学会
　環境・エネルギー問題等へのご理解を深めていただくた

めに、環境・エネルギー教育に関する出前講座や当社施設

の見学会等を実施しています。

　2006年度は、教育機関や自治体等の要請に基づく、小

中学校等の授業や講演会などへの講師の派遣を含め、環境・

エネルギーに関する出前講座や講演会を254回実施し、約

23,000人の皆さまにお話

をさせていただきました。

　また、当社展示施設の一つ

である九州エネルギー館には、

約28万人のお客さまにご来

館いただきました。

  大学生の皆さまとの意見交換
　福岡教育大学環境情報教育課程の学生の皆さま4名を企

業体験研修生として受け入れ、研修を通じて、九州として特

色のある環境活動の提言など貴重なご意見をいただきました。

　また、関西大学商学部中嶌ゼミの皆さまから当社環境ア

クションレポートと他社レポートの比較を中心とした研究成

果を発表いただくとともに、当社の取り組みについても意見

交換を行いました。

  エコ・マザー活動
　ご家庭における環境教育の担い手であるお母さま方をは

じめとしたご家族の方々との環境コミュニケーションを図る

ため、各地の保育園や幼稚園など、お子さまや保護者の方々

がお集まりになる場を訪問し、環境問題への「気づき」とな

る環境紙芝居の読み聞かせやご家庭でできる省エネ情報を

お伝えするとともに、当社の環境活動に対するご意見・ご要

望をお伺いするエコ・マザー活動を展開しています。

　この活動で皆さまとの“パイプ役”となっていただいてい

るのが、エコ・マザーです。エコ・マザーは、自らもお子さ

まをお持ちのお母さま方で、各自でアイディアを出し合い、

それぞれの得意分野を活かした特色ある活動を展開してい

ます。

  テレビコマーシャル
　「環境活動への取り組み」をテーマとした企業イメージ

CMを放映しています。

　九州各地で地域の皆さまと一緒になって植樹する「九州

ふるさとの森づくり」にスポットを当てて制作したもので、身

の回りにある自然を将来にわ

たって残していきたいという皆

さまの思いを、当社も一緒に

なって叶えていきたいとの意

味を込めています。

ステークホルダーのご意見

報告書を読むと環境活動をしていることが分かるけど、読んでな
い人には分からないと思う。ＣＭの中で、少しでもいいからこうい
う取り組みをしているということを流すといいと思う。 （お客さま）

  海域環境修復の実用化研究
　海藻の群落である藻場には、魚貝類を育む機能、CO2を

固定する機能及び水質を浄化する機能があることが知られ

ていますが、地球温暖化をはじめとした様々な理由で、藻場

が減少する“磯やけ現象”が問題となっています。

　当社は、魚貝類のすみかや水質浄化などの重要な役割を

果たす藻場の造成を通じて、減少した藻場の修復に関する

研究を2001年度から行っており、これまで、造成した藻場

での海藻の順調な生育や様々な魚貝類が集まっているのを

確認しています。さらには、それらの海藻から種苗が供給さ

れ、周辺の岩場に幼体が発芽しているのを確認しています。

　また、循環型社会形成の観点から、当社の火力発電所か

ら発生する石炭灰で作製した育成プレートを活用し、石炭灰

の有効利用も行っています。作製した育成プレートは、九州

地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP）の環境性能

検証システムに申請し、製品が持つ環境価値に対して、第三

者からの客観的評価の取得を目指しています。

　環境コミュニケーションの推進や地域と一体となった活動の展開・支援、及び国際的な活動の展開など、環境活

動を通して社会との協調を図っています。


